住宅改修費等受領委任払の取扱いの遵守事項
１　事業者は、住宅改修費等に係る関係法令を十分に理解し遵守すること。関係法令に違反した

場合には、受領委任払の取扱いを停止することがあること。
２　事業者は、受領委任払により住宅改修を受けようとする者(以下「利用者」という。)が、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように、利用者の心身及び住宅の状況等を踏まえた適切なサービスの提供を行うよう努めるとともに、自ら当該サービスについて質の評価を行うこと。
３　事業者は、受領委任払を利用するに当たり、利用者が、当該制度の利用が可能であるかどうか確認すること。

４　事業者は、利用者が求めるにもかかわらず、正当な理由なく受領委任払の利用を拒まないこと。

５　事業者は、利用者が町に対して行う住宅改修費等に係る申請書類の作成等に協力すること。

６   事業者は、住宅改修費等について受領委任払を行うときは、利用者から助成分を除いた自己負担額の支払いを受けるものとし、これを減額し又は超過して徴収しないこと。また、自己負担額の支払を受けたときは、利用者に対し自己負担額分の領収証（利用者負担分の内訳金額を記載）を発行すること。

７  事業者は、住宅改修等に関する記録を整備し、住宅改修の完了又は特定福祉用具の販売の日
から５年間保存すること。

８   事業者は、関係法令の遵守に努め、町が随時に行う調査に協力すること。調査の結果、指導又は助言を受けたときは、当該指導又は助言に従い、必要な改善を行うこと。

９　事業者は、利用者又はその家族から要望、苦情を受けた時は、誠実に対応するとともに当該要望、苦情に対して円滑かつ迅速に処理を行うこと。その他、事業者において処理し得ない内容についても、町関係機関に協力し、適切な対応方法を検討すること。
10　事業者は、届出内容に変更があった場合又は事業の休止、廃止等を行った場合は、取扱要
綱の規定に基づき、速やかに町長に届け出ること。
11　事業者が次のいずれかに該当するときは、登録を解除することがある。

（１）　役員等（事業者が個人である場合にはその者を、事業者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは事業者の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。
（２）　暴力団（暴力団対策法第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
（３）　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。
（４）　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。
（５）　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係者を有していると認められるとき。
（６）　この登録に関し、下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と当該契約を締結したと認められるとき。
（７）　この登録に関し、事業者が前各号のいずれかに該当する者を下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、発注者が事業者に対して当該契約の解除を求め、事業者がこれに従わなかったとき。

　上記遵守事項を確認しました。
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